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措置の内容 都道府県教育委員会 市町村教育委員会 

対応 員の変更を要請(※２) 

その他の安全確

保措置 

・ 法律上の義務なし ・ 学校設置者等として実施 

情報管理措置  ・ 犯罪事実確認記録等を管理 

 

※１ 市町村教育委員会において独自に採用する者については、市町村教育委員会において各措

置を実施する。 

※２ 犯罪事実確認により「おそれ」があると認めた場合、犯罪事実確認の結果そのものを伝え

ることは法第 12 条（利用目的による制限及び第三者に対する提供の禁止）違反になることに留

意する。 

 

（２）学校設置者等と施設等運営者の役割分担 
○ 施設等運営者がある場合、法に基づく義務について、学校設置者等及び施設等運営者が共同し

て履行する（法第 10 条）。学校設置者等及び施設等運営者の役割分担の一例は次の表に掲げると

おり（民間教育保育等事業者及び事業運営者が共同認定を受けた場合の役割分担については「Ⅳ．

３．（４）ウ 民間教育保育等事業者及び事業運営者の役割分担についての記載事項及び資料」参

照）。 

 

図表 113 学校設置者等及び施設等運営者の役割分担例（※１） 

措置の内容 学校設置者等 施設等運営者 

犯罪事実確認 学校設置者等が雇用等する者について実施 施設等運営者が雇用等する者について実施 

犯罪事実確認記

録の情報提供 

学校設置者等が雇用等する者の犯罪事実確

認記録について、防止措置の実施に必要な範

囲で施設等運営者に提供 

施設等運営者が雇用等する者の犯罪事実確

認記録について、防止措置の実施に必要な範

囲で学校設置者等に提供 (※２) 

防止措置 学校設置者等が雇用等する者について、人事

権に基づいた措置（配置転換等）を実施 

※ 施設等運営者が雇用等する者について、

悪質な児童対象性暴力等があった場合な

どは、児童対象性暴力等の防止に最終的な

責任を負う立場から、適切な措置を講じる

よう指示 

・ 学校設置者等が雇用等する者について、

現場の服務監督権に基づいた措置（こども

と一対一にさせないなど）を実施 

・ 施設等運営者が雇用等する者について、

人事権・現場の管理監督権に基づいた措置

を実施 

その他の安全確

保措置 

あらかじめ両者の役割分担を定めておき(※３)、学校設置者等・施設等運営者が連携して実

施 

情報管理措置 それぞれが保有する犯罪事実確認記録等について管理（情報管理規程に両者の役割分担を

記載(規則第 12 条第３項)）(※４) 

情報管理規程に定める役割分担を変更する場合には、変更点について、変更届で報告（規則
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措置の内容 学校設置者等 施設等運営者 

第 12 条第６項） 

定期報告等 一方が作成し、他方が確認を行った後に提出（規則第 16 条第５項） 

 
※１ あくまで一例であり、指定管理に係る協定や個々の委託契約上の役割分担に即して、決定

することが可能。 

※２ 学校設置者等が、施設等運営者が雇用等する者に対して、「特定性犯罪事実該当者であるこ

と」をもって防止措置を講じることは基本的に想定されないことから、施設等運営者から学校

設置者等への犯罪事実確認記録の提供は行わない。 

※３ 対応の例 

・ 早期把握・相談については、児童等に近い施設等運営者が一義的に行い、学校設置者等は

報告があった場合に施設等運営者と共に対応検討（必要に応じ自ら早期把握・相談を実施） 

・ 調査、保護・支援については、施設等運営者が初動対応を行い、学校設置者等は他施設も含

めた再発防止や、児童等の中長期的なサポートの観点からの対応 

※４ 防止措置を実施するに当たり、どちらかの事業者内で措置が完結する場合には、不必要に

情報を共有しない。 

 

（３）同一事業者内での設置者と各施設・事業所等との役割分担 

○ 法に基づく義務を負うのは、学校設置者等又は認定事業者等であり、個々の施設・事業所は、直

接の義務の対象ではない。 

 

○ 一方、犯罪事実確認については、地方公共団体や事業者によっては件数が膨大になるところも

あることや、各施設・事業所の判断で採用を行っている者もいる中、各現場とも分担しながら行う

ことが考えられる。 

 

○ また、安全確保措置については、例えば、児童等からの相談や、初動の調査は、まずは各施設・

事業所で行われることも想定される。 

 

○ この場合の同一事業者内の役割分担の一例は、次の表に掲げるとおり。 

 

図表 114 同一事業者内の役割分担例 

措置の内容 本社 支社又は事業部門 各施設 

犯罪事実確認 ・ 本社が直接雇用等する

者について自ら実施・管理 

・ 支社等、各施設が雇用等

する者の確認状況を管理 

・ 支社又は事業部門の判

断で雇用等する者につい

て実施・管理 

・ 各施設が雇用等する者

の確認状況を管理 

・ 各施設の判断で雇用等

する者について実施・管理 

犯罪事実確認記 ・ 防止措置に必要な範囲 ・ 異動等があった場合、本 ・ 異動等があった場合、本
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措置の内容 本社 支社又は事業部門 各施設 

録の情報提供 で、支社等、各施設に情報

提供 

・ 支社等、各施設で犯罪事

実確認を実施した者が、異

動等する場合に、異動先の

支社等、施設に情報提供 

社からの情報提供を受け

る(別の支社等に異動する

者がいる場合は、直接異動

先の支社等への提供はし

ない) 

社からの情報提供を受け

る(別の施設に異動する者

がいる場合は、直接異動先

の施設への提供はしない) 

防止措置 ・ 雇用契約等に基づく雇

用管理上の措置(配置転換

等)を実施 

・ 雇用契約等に基づく雇用管理上の措置又は服務監督権

に基づく措置を実施 

 

早期把握 ・ 施設からの報告を受け、対応を運営主体と検討 

・ 必要に応じ、自らアンケート等を実施 

・ 定期的な見守り、面談・

アンケート等を実施(端緒

を把握した場合、支社等又

は本社に報告) 

相談体制 ・ 施設からの報告を受け、対応を運営主体と検討 

・ 必要に応じ、自ら相談窓口を設置・外部窓口を周知 

・ 内部相談窓口の整備、外

部相談窓口の周知(端緒を

把握した場合、支社等又は

本社に報告)  

調査 ・ 他施設等も含めた再発防止、児童等の中長期的な保護・

支援等のための調査(施設との合同実施も検討) 

・ 初動調査や施設内の再

発防止、児童等の当面の保

護・支援のための調査 

保護・支援 ・ 転園のサポート等中長期的な保護・支援 ・ 接触回避や支援機関の

紹介等初動の保護・支援 

研修 本社、支社又は事業部門、各施設のいずれかで実施(外部での受講も可) 

情報管理措置 ・ 本社が担当する分を管

理・廃棄等 

・ 事業者全体の管理・廃棄

状況を確認 

・ 各支社等が担当する分

を管理・廃棄等 

・ 各施設が担当する分の

管理・廃棄等状況を確認 

・ 各施設が担当する分を

管理・廃棄等 

定期報告 ・ 報告事項のうち、本社が

担当する分を入力・更新 

・ 事業者全体の報告事項

を確認し、報告 

・ 報告事項のうち、各支社

等が担当する分を入力・更

新 

・ 報告事項のうち、各施設

が担当する分を確認 

・ 報告事項のうち、各施設

が担当する分を入力・更新 

所轄庁による 

監督対応 

・ 事業者に対する監査等に対応 ・ 施設に対する監査等に

対応 
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※ 同一事業者内で想定される役割を３階層（例：①本社、②支社又は事業部門、③各施設等）に

分けた場合。ただし、各事業者の社内組織、人員体制、権限の分担や経営方針によって、本社、

支社等、施設の役割分担は変わり得る。 


